
   

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                              
 
  
 
 
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                      
 

� 働き方改革に資する減価償却資産                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                    
Ｑ：働き方改革に資する減価償却資産は、

中小企業経営強化税制の対象になりますか？                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                      

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                           

Ａ：対象になります。 

【解説】  

中小企業経営強化税制の対象資産は次のと

おりとされています。 

①認定を受けた経営力向上計画に記載された

機械及び装置、工具、器具及び備品、建物附属

設備並びに政令で定めるソフトウエアである

こと  

②一定の金額要件及び販売時期要件を満たし

ていること  

③生産等設備を構成する減価償却資産である

こと  

この場合の生産等設備とは、その法人が行

う生産活動、販売活動、役務提供活動その他収

益を稼得するために行う活動(生産等活動)の

用に直接供される減価償却資産で構成されて

いるものをいい、機械及び装置、工具、器具及

び備品、建物附属設備並びにソフトウエアが

これに該当します。 

一方、働き方改革の推進に資する減価償却

資産は、生産等活動の用に直接供される建物

附属設備や生産等活動のために取得し、生産

等活動の用に直接供される器具及び備品など

が該当します。 

したがって、生産等活動の用に直接供され

る建物内に設置される施設に係るものや生産

等活動のために取得し、直接これに要する減

価償却資産はこの制度の対象になります。 
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